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桐生市生活保護業務健全化計画に基づく取組みに対する１次評価（保健福祉

部評価）及び２次評価（健全化推進本部評価）の実施結果 

 

実施結果の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 

 

 

1 次評価（保健福祉部評価）について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１ 検証の視点 

桐生市生活保護業務健全化計画（以下「健全化計画」という。）では、３つの「目的と基本方針」

と、それを達成する手段として 7 つの改善策を掲げています。 

したがって、健全化状況の検証にあたっては、 

① 「目的と基本方針」の達成状況に対する検証　＝　「成果」に対する検証 

② 「更なる健全化に向けた改善策」の進捗状況に対する検証　＝「手段」に対する検証 

という 2 つの観点からの検証を行うことといたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 健全化計画に基づく取組みは概ね実施計画どおり進捗しており、「再発防止体制の確立と継

続的な改善」という目標に対しては一定程度の成果がみられる。 

○ しかし、「利用者等中心の支援体制の充実」、「市民の信頼回復」という目標に対してはまだ

課題が残る。 

○ 令和８年度においては、利用者アンケートにより課題があることが判明した情報提供のあ

り方やプライバシーの配慮に関する取組みを重点化する。 

○ また、計画の進捗に一部遅延がみられる「ケースワークに専念できる環境整備」に関して

も重点化するとともに、重層的支援体制整備事業における多機関協働事業を推進すること

により、ケースワーカーの支援力補完と負担軽減を図る。

「目的と基本方針」」 
１ 再発防止体制の確立と継続的な改善 
２ 利用者等中心の支援体制の充実 
３ 市民の信頼回復

「更なる健全化に向けた改善策」 
（1） 職員意識と組織風土の改革 
（2） 生活保護利用者等の視点に立った制度運用の確立 
（3） 市民の声の積極的な傾聴とコンプライアンス体制の整備 
（4） 生活困窮世帯の適切な把握と支援 
（5） ケースワークに専念できる環境整備 
（6） 関係機関との連携強化 
（7） 不適切な取扱いを再発させない仕組みづくり 
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２ 検証方法 

（1） 「目的と基本方針」の検証 

検証の実施にあたり、３つの「目的と基本方針」ごとに検証項目と最終目標を設定しました。 

 
 

目的と基本方針 検証項目 最終目標

 

１ 再発防止体制の確立

と継続的な改善 

相談対応について

生活保護利用者アンケートにおい

てケースワーカーの言葉づかいや

態度について「とても良い」「良

い」「ふつう」と回答する人の割

合を有効回答の 9 割以上とする
 

保護の決定（開始・却下・廃止）

について

生活保護法施行事務監査（厚労

省・県）において「扶養義務者か

らの援助（引取り、仕送り）の認

定」「支給遅延」に関する指摘を

受けない状態を維持する
 

利用者等に対する助言や指導につ

いて

生活保護法施行事務監査（厚労

省・県）において「前渡義務違反

及び一部不支給」「金銭管理団体

による金銭管理」に関する指摘を

受けない状態を維持する
 

事務手続き、事務処理について

生活保護法施行事務監査（厚労

省・県）において「福祉課保管の

認印」「現金管理」「面接記録

票、ケース記録等における記載不

備」に関する指摘を受けない状態

を維持する
 

生活保護業務の運営管理について

生活保護法施行事務監査（厚労

省・県）において「援助方針の策

定について」「自動車保有ケース

の取扱いについて」「査察指導機

能の充実強化及び組織的運営管理

体制の推進について」「生活保護

業務の実施方針及び実施計画の策

定について」に関する指摘を受け

ない状態を維持する
 

２　利用者等中心の支援

体制の充実

利用しやすさ、相談のしやすさ

生活保護利用者アンケートにおい

てケースワーカーに「とても相談

しやすい」「相談しやすい」「ふ

つう」と回答する人の割合を有効

回答の 9 割以上とする
 

利用者の満足度・信頼度　

生活保護利用者アンケートにおい

てケースワーカーが「よく話を聞

いてくれる」「少し話を聞いてく

れる」「ふつう」と回答する人の

割合を有効回答の 9 割以上とする
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そのうえで、生活保護利用者アンケートの結果や生活保護法施行事務監査（厚労省、県）の結

果をもとに、最終目標に対する現時点の達成度を自己評価しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者への制度周知度

生活保護利用者アンケートにおけ

る生活保護制度の周知に関する設

問すべてについて認知度を有効回

答の９割以上とする
 

発信情報の分かりやすさ

生活保護利用者アンケートにおい

て「生活保護のしおり」を「とて

も分かりやすい」「分かりやす

い」「ふつう」 
と回答する人の割合を有効回答の

９割以上とする
 

３　市民の信頼回復

生活保護行政に対する市民の信頼

度

市民を対象にしたアンケートにお

ける生活保護行政に対する信頼度

に関する質問について否定的な回

答の割合を有効回答の１割以下と

する
 

生活保護行政に対する関係機関・

事業所等の信頼度

関係機関・事業所等を対象にした

アンケートにおける生活保護行政

に対する信頼度に関する質問につ

いて肯定的な回答の割合を有効回

答の 9 割以上とする

 
達成度 評価区分

 
最終目標が達成されているもの 目標達成

 
改善の進捗がみられるが最終目標達成には至らないもの 部分達成

 
最終目標達成に向けて改善が進んでいないもの 未達成
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（2） 「更なる健全化に向けた改善策」の検証 

検証の実施にあたり、７つの「更なる健全化に向けた改善策」ごとに検証項目（具体的な取組

み）を設定しました。 

 
更なる健全化に向けた改善策 検証項目（具体定な取組み）

 

1　職員意識と組織風土の改革

人権研修、コンプライアンス研修、実務研修・人事

交流
 

生活保護制度の理念・目的の反芻（はんすう）

 
不適切な事務処理の風化防止

 
2　生活保護利用者等の視点に立った制度

運用の確立 

分かりやすい情報提供とアクセシビリティの向上

 
相談窓口の環境改善

 
手続きの負担軽減

 

3　市民の声の積極的な傾聴とコンプライ

アンス体制の整備

市民アンケート等の実施

 
当事者参加型の会議・懇談会の開催

 
本計画への意見反映

 
コンプライアンス体制の整備

 

4　生活困窮世帯の適切な把握と支援
桐生市における生活困窮率（相対的貧困率）の把握

 
生活困窮世帯へのアウトリーチの実施

 

5　ケースワークに専念できる環境整備

ケースワーカー・査察指導員の人員確保と配置

 
チーム支援体制の強化

 
メンタルヘルスケアの充実

 
ジョブローテーションの確立

 
専門研修の継続的な実施

 
組織的な情報共有に向けた仕組みの構築

 
スーパービジョンの強化と質の向上

 
ケース診断会議の効率化

 事務補助体制の強化、業務プロセスの見直しと効率

化
 

デジタル技術の利活用による事務負担の軽減

 
6　関係機関との連携強化 関係機関との連携強化

 
7　不適切な取扱いを再発させない仕組み

づくり 
 
 

会話録音の実施

 
業務の進行管理、マネジメントの徹底

 
内部通報制度の周知
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検証項目（具体的な取組み）ごとに、「当該年度の実施計画の進捗状況はどうか」、「今後どの

ように取り組んでいくべきか」という評価を行いました。 

 

 

 

 

３ 検証結果 

１次評価の結果は、別紙「資料 2-1」～「資料 2-3」のとおりです。 

なお、１次評価結果概要は以下のとおりです。 

 

 
文書保存年限の延長

 
本計画を踏まえた実施方針・実施計画の策定

 
実施計画の進捗状況 区分

 
実施計画が順調に進捗しているもの 実施計画どおり

 
実施計画の進捗が一部遅延しているもの 一部遅延

 
実施計画の進捗が著しく遅延しているもの 不良

 
今後の方向性 評価区分

 
所期の目的が達成され、取組を終了するもの 完了

 
現状と同程度の取組みを今後も継続実施するべきもの 継続実施

 
現状よりも重点的に実施すべきもの 重点実施

 
現状の取組みを見直す必要があるもの 見直し

 １次評価結果概要 

（健全化の目標達成度） 

○ 「再発防止体制の確立と継続的な改善」という目標に対しては一定程度改善が進んでい

るものの、「利用者等中心の支援体制の充実」、「市民の信頼回復」という面ではまだ課

題が残ります。 

○ 特に「利用者等中心の支援体制の充実」という目標に関し、現状においてケースワーカ

ーが新規相談者の対応や事務処理に追われてしまい、利用者と十分なコミュニケーショ

ンが取れていないという課題があります。 

○ また、情報発信の面でも、これまでの一方通行的な情報発信だけでは十分な周知が図ら

れていないという課題が、アンケート調査から浮き彫りとなっています。 

○ 「市民の信頼回復」という目標に関しては、生活保護利用者アンケートでも肯定的な意

見が寄せられていることからも利用者からの信頼度は一定程度回復しているものと捉

えていますが、一般市民がどう考えているのか、今年度実施予定の市民アンケート等に

より把握する必要があります。 
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（健全化の取組みについて） 

○ 生活保護利用者アンケートの結果、情報発信のあり方やプライバシー配慮に課題がある

ことが判明したため、令和８年度は「分かりやすい情報提供とアクセシビリティの向

上」、「相談窓口の環境改善」の取組みを重点化します。 

○ また、計画の進捗に一部遅延がみられる「ケースワークに専念できる環境整備」に関し

ても重点化するとともに、重層的支援体制整備事業における多機関協働事業を推進する

ことにより、ケースワーカーの支援力補完と負担軽減を図ります。 

○ 「会話録音の実施」については、　要綱上では相談者・利用者とのすべての会話（窓口

だけでなく、電話や訪問時の会話すべて）を録音することとしていますが、録音が徹底

できていないのが現状です。利用者等との関係性に支障が生じることの懸念が職員のな

かに強いことや、録音の取組み自体に事務的負担感を感じていることが原因であると考

えられます。会話録音の取組みは不適切な相談対応の再発防止策の肝として位置付けら

れることから、職員の心理的・事務的負担を軽減するなど、取組の定着を図ってまいり

ます。 
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資料 2-2　「目的と基本方針」１次評価表のみかた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

3 つの「目的と基本方針」です。 
① 再発防止体制の確立と継続的な改善　　
2　 利用者等中心の支援体制の充実 
3　 市民の信頼回復 

検証項目ごとに設定した最終目標です

【目標達成度】 
「目標達成」最終目標が達成されているもの 
「部分達成」改善の進捗がみられるが最終目標達成には至らないもの 
「未達成」最終目標達成に向けて改善が進んでいないもの
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資料 2-3　「更なる健全化に向けた改善策」１次評価表のみかた 

 

 

 

 
7 つの「更なる健全化に向けた改善策」です。 
1 職員意識と組織風土の改革 
②生活保護利用者等の視点に立った制度運用の確立 
3 市民の声の積極的な傾聴とコンプライアンス体制の整備 
4 生活困窮世帯の適切な把握と支援 
5 ケースワークに専念できる環境整備 
6 関係機関との連携強化 
7 不適切な取扱いを再発させない仕組みづくり

各取組みと３つの「目的と基本方針」

との関連性を表しています。 
1 再発防止体制の確立と継続的な改善 
2 利用者等中心の支援体制の充実 
3 市民の信頼回復

【当該年度の実施計画に対する進捗度】 
「実施計画どおり」実施計画が順調に進捗しているもの 
「一部遅延」実施計画の進捗が一部遅延しているもの 
「不良」：実施計画の進捗が著しく遅延しているもの

【今後の方向性】 
「完了」 所期の目的が達成され、取組を終了するもの 
「継続実施」現状と同程度の取組みを今後も継続実施するべきもの 
「重点実施」現状よりも重点的に実施すべきもの 
「見直し」現状の取組みを見直す必要があるもの 
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2 次評価（推進本部評価）について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

（１） 健全化推進本部設置の目的 

生活保護業務健全化の取組みの実施状況について内部検証を行うために設置するものです。 

 

 

 

（２） 推進本部会議（2 次評価）における検証方法 

1 次評価では、評価表 1「目的と基本方針」及び評価表 2「更なる健全化に向けた改善策」に

掲げたすべての検証項目ごとに評価をしましたが、推進本部評価（2 次評価）では、健全化の取

組み全般について、全庁的視点、あるいは各部局からの視点での検証を行いました。 

 

 

（３） 推進本部会議（2 次評価）における検証結果 

 

 （健全化計画 P18） 
 
第 5「更なる健全化に向けた改善策」の実行と進行管理 

上記「第 4.更なる健全化に向けた改善策」の実施状況について内部検証を行うため、副市長を

トップとする生活保護業務健全化推進本部（以下「推進本部」という。）を設置します。 
推進本部は、その検証結果を、毎年度、検証委員会に報告することとします。 

 
生活保護業務健全化推進本部 

本部長　副市長 
本部員　総務部長、市民生活部長、保健福祉部長、子どもすこやか部長、教育部長 

 推進本部会議（２次評価）検証結果 

 

「目的と基本方針」の検証について 

○ 生活保護業務における問題は、市民対応の基本的なあり方や適正な業務遂行のあり方

に深く関わり、全庁的な課題とも密接に結びついている。そうした観点からも生活保

護業務健全化の取組みを全庁的に進めていく必要がある。 

○ 「再発防止体制の確立と継続的な改善」という目標についてはある程度成果が出てい

るが、「利用者等中心の支援体制の充実」、「市民の信頼回復」という面ではまだ課題が

残るという１次評価の結果は、実態に概ね即した自己評価になっていると思われる。 

○ 「利用者等中心の支援体制の充実」の検証において利用者の満足度・信頼度を測る指

標として、「ケースワーカーが話をよく聞いてくれるかどうか」というアンケート結

果を使っているが、「話を聞いてくれる」＝「満足・信頼している」と言えるのか。次

回アンケート実施時には、率直に「満足・信頼しているか」という設問を設けてはど

うか。 
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 ○ 達成度評価の指標としている生活保護利用者アンケートにおける「ふつう」という回

答は、少なくとも否定的な意見ではないと思われるので、肯定的な意見の集計に「ふ

つう」を含めたうえで目標設定をしてはどうか。 
⇒　１次評価表を「ふつう」の回答を含めた目標設定・実績集計をしたものに修正しました。 

○ 「生活保護行政に対する信頼度」の検証において、市民全体を対象にしたアンケート

結果をもとに信頼度回復の達成状況を判断するとのことであるが、元々の信頼度がど

の程度あったのか分からないので、何パーセントの信頼度を目指すのかという目標設

定がむずかしい。逆に否定的な回答率を指標にしたほうが目標設定しやすいのでは。 
⇒　１次評価表の目標設定を「市民を対象にしたアンケートにおける生活保護行政に対する信頼度に関する

質問について否定的な回答の割合を有効回答の１割以下とする」と修正しました。 

 

「更なる健全化に向けた改善策」の検証について 

○ 一部遅延している健全化の取組みもあるが、本来の生活保護業務（保護費の支給決定

やケースワーク等）と同時進行で健全化の取組みを進めている現場の状況を鑑みる

と、概ね順調に計画が進捗しているといえるのではないか。 

○ ひきこもりやヤングケアラー、DV などの問題を抱える人の支援は関係各課の連携が

非常に重要。セーフティーネットとなる生活保護業務の適正化が図られ、市全体の支

援力強化にもつながっている。 

○ 例えば利用者の持ち家や自動車の保有について、正しい情報を広く市民向けに積極的

に発信することで、生活保護利用に対する抵抗感が低減できるのではないか 

○ ケースワーカーの負担軽減に関し、単に人員配置をするだけでなく、専門性向上のた

めの研修体制や AI 活用等による事務の効率化、重層的支援における関係各課の連携

など、多角的に取組んでいく必要がある。 


